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研究成果の概要（和文）： 情報公開制度については、開示請求をまって受動的に開示する仕組みにとどまらず
（第１段階）、開示請求を待たずに能動的に情報提供を行うことが重要であり（第２段階）、オバマ政権の「開
かれた政府」政策等を参考に、情報提供の在り方について検討した。そして、透明性の確保や説明責任を確保す
るための情報提供を超えて、提供された情報が民間で有効に活用され、それにより公共サービスが改善された
り、新産業が創出されたりするオープンデータ政策（第３段階）こそ、わが国が目指すべき目標であり、そのた
めには、単に情報を提供することにとどまらず、機械可読なデータ形式で、かつ、オープンライセンスで提供す
ることが重要である。

研究成果の概要（英文）： For information disclosure, the first stage is to disclose information to 
respond to the request under freedom of information laws. The second stage is to publish information
 proactively. 'Open Government' policy under Obama administration is a good example. The third 
stage, 'open data' policy lays stress on utilization of information after citizens or companies 
receive it.Namely, open data should be utilized to improve pubic service or create new industry. 
That must be the goal of our country  and for that purpose, data must be published in 
machine-readable format and under open license systems.

研究分野：行政法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 

１９９９年に行政機関情報公開法が全面
施行され、２００１年４月１日に全面施行さ
れた。したがって、行政機関情報公開法の全
面施行から１０年以上が経過したことにな
る。そして、２０１１年の通常国会に、情報
公開法を多岐にわたり改正する重要な改正
案が提出され、当時、継続審査中であった。
また、アメリカでは、オバマ政権の下で、「開
かれた政府」戦略が強力に推し進められてい
た。 

また、先進国では、オープンデータ政策が
強力に推進されていた。 

 

２． 研究の目的 

情報開示請求を受けて受動的に開示する
情報開示請求制度の充実も重要であるが、開
示請求を待たずに能動的に情報を提供する
情報提供制度の大幅な拡充が重要である。さ
らに、単に情報を国民に提供することにより、
政府活動の透明性を向上させ、説明責任を確
保するのみならず、国民が利用しやすいかた
ちで提供することが肝要である。したがって、 

オープンデータ政策の推進を目指し、そのた
めに必要な法制度上の論点を研究し、具体的
な改善方策を提言することを目的とする。 

 

３． 研究の方法 

第１に比較法的研究を行った。アメリカの
「開かれた政府」戦略については、文献およ
びウェブサイトにより情報を収集し分析し
た。また、カナダ、欧州諸国、オセアニア諸
国等のオープンデータ政策についても、文献
およびウェブサイトにより情報を収集し分
析した。また、マイナンバー法に基づくマイ
ナポータルはプッシュ型情報提供をその機
能の１つとすることが予定されており、情報
提供を推進する重要なツールとなりうるこ
とから、できる限り文献を収集して研究を行
った。オープンデータ政策についても、国内
の文献およびウェブサイトによる研究を行
った。 

 
４．研究成果 
 アメリカの「開かれた政府」戦略の理念は、
透明性、参加、協働にまとめることができる。 
透明性の理念とは、政府活動に関する情報を
市民に公開し、説明責任を果たすことであり、 
政府の歳出情報を市民に分かりやすく公開
するために、Recovery. gov., Spending gov. 
IT usaspending. Gov,のようなウェブサイト
のほか、FOIA の年次報告書等、極めて多様な
行政分野でインターネットによる情報提供
が行われている。参加の理念は、民主主義の
強化を志向するとともに、政府の外から広範
な情報を積極的に収集することにより、最善
の情報に基づく政策決定をすること、換言す
れば evidence-based policymaking を行うこ
とも主眼としている。 
協働の理念は、政府の行政機関間、職員間

の協働も意味するが、政府と市民の協働に主
眼が置かれている。 
政府活動に対する情報を市民に公開し、説

明責任を果たすためには、 
情報提供政策の拡充が重要であるが、提供さ
れた情報を国民が活用して、公共サービスを
改善する方策を提言したり、新産業を創出し
たりするためには、行政機関非識別加工情報
も含めて、提供されるデータの量的拡大が必
要なことはいうまでもないが、それにとどま
らず、２次利用が容易なデータ形式で提供す
ること、さらに、加工・頒布が容易なライセ
ンス方式で提供することが肝要である。我が
国のオープンデータ政策の下では、なお、PDF
による提供が多く、２次利用という面での配
慮が不十分である。改ざんを防止する対策を
講じつつ、利用の容易なデータ形式で、かつ、
オープンライセンスで提供する必要がある。 
国においては、「政府標準利用規約（第２．
０版）」において、クリエイティブコモンズ・
ライセンスと互換性のあるライセンス形式
を標準とすることになり、また、地方公共団
体においては、クリエイティブコモンズ・ラ
イセンスを利用している場合が多いが、なお、 
制限的なライセンス形式がとられている例
もあり、改善が必要である。 
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